
様式１

事業報告書

医療法人整理番号 01513

報告期間 自 令和7年1月1日

至 令和7年12月31日

1 事業報告書の概要

(1) 名称 医療法人芙蓉会

分類① 社団（出資持分あり）

分類② その他

分類③ 基金制度不採用

(2) 事務所の所在地 都道府県 福岡県

市区町村 大野城市

町名・番地 大字牛頸1034-5

建物名

従たる事務所の記載はこちら

(3) 設立認可年月日 平成9年11月4日

(4) 設立登記年月日 平成9年11月12日

(5) 理事長の氏名 姓 土器

名 恒徳

役員及び評議員の人数 6人 理事長を含む人数を記載すること。

役員及び評議員 記載はこちら

2 事業の概要

(1-1) 本来業務（病院、診療所） 記載はこちら

(1-2) 本来業務（介護老人保健施設、介護医療院） 記載はこちら

(2) 附帯業務 記載はこちら

(3) 収益業務 記載はこちら

(4) 記載はこちら

(5) 記載はこちら

(6) 記載はこちら

(7) 記載はこちら

(8) 記載はこちら 全ての指定内容について記載しても差し支えない。

(9) その他 記載はこちら 当該会計年度内に行われた工事、医療機器の購入又は

リース契約、診療科の新設又は廃止等を記載する。（任

意）

当該会計年度内に購入した医療機関債

当該会計年度内に開設（許可を含む）した主要な施設

当該会計年度内に他の法律、通知等において指定された内容

(5)、(6)については、医療機関債を発行又は購入する医

療法人が記載し、(7)以下については、病院、介護老人保

健施設又は介護医療院を開設する医療法人が記載し、

診療所のみを開設する医療法人は記載しなくても差し支え

ないこと。

分類①から③のそれぞれの項目（③は社団のみ。）につい

て、該当するものをリストから選択すること。（会計年度内に

変更があった場合は変更後。）

複数の事務所を有する場合は、主たる事務所と従たる事

務所を記載すること。

当該会計年度内に社員総会又は評議員会で議決又は同意した事項

当該会計年度内に発行した医療機関債



様式１：1-(2)

事業報告書

1-(2) 従たる事務所の所在地

都道府県 市区町村 町名・番地 建物名

1



様式１：1-(5)

事業報告書

1-(5) 役員及び評議員

役職 姓 名 備考

理事 土器 恒徳

理事 前田 俊輔

理事 前田 弘子

理事 前田 和子

理事 三好 富士子

監事 香田 博

1



様式１：2-(1)

事業報告書

2-(1) 本来業務

（開設する病院、診療所（医療法第４２条の指定管理者として管理する病院等を含む。）の業務）

許可病床数

種類 施設の名称 指定管理 施設の医療機関コード 開設場所 一般病床 療養病床 医療保険 介護保険 精神病床 感染症病床 結核病床

病院 筑紫南ヶ丘病院 なし 4011519214 福岡県大野城市大字牛頸1034-5 0 250 0 0 0 0 0

1



様式１：2-(1)

事業報告書

2-(1) 本来業務

（介護老人保健施設又は介護医療院（医療法第４２条の指定管理者として管理する病院等を含む。）の業務）

種類 施設の名称 指定管理 施設の介護事業所番号 開設場所 入所定員 通所定員

1



様式１：2-(2)

事業報告書

2-(2) 附帯業務（医療法人が行う医療法第４２条各号に掲げる業務）

種類又は事業名 委託管理 実施場所 備考

1



様式１：2-(3)

事業報告書

2-(3) 収益業務（社会医療法人又は医療法第４２条の３第 1 項の認定を受けた医療法人が行うことができる業務）

種類 実施場所 備考

1



様式１：2-(4)-(9)

事業報告書

2-(4) 当該会計年度内に社員総会又は評議員会で議決又は同意した事項

日付 議決又は同意した事項

注）2-(5)、2-(6)については、医療機関債を発行又は購入する医療法人が記載し、(7)以下については、病院、介護老人保健施設又は介護医療院を開設する医療法人が記載し、診療所のみを開設する医療法人は記載しなくても差し支えないこ

と。



2-(5) 当該会計年度内に発行した医療機関債

発行総額 申込期間（開始日） 利率 償還方法

申込単位 申込期間（終了日） 払込期日 償還期限

注）医療機関債の発行総額、申込単位、申込期間、利率、払込期日、資金使途、償還の方法及び期限を記載すること。なお、発行要項の写しの添付に代えても差し支えない。

医療機関債を医療法人が引き受けた場合には、当該医療法人名を全て明記すること。

資金使途 医療機関債を引き受けた医療法人名



2-(6) 当該会計年度内に購入した医療機関債

医療機関債の発行により資産の取得が行われる医療機関と同一の二次医療圏内に自らの医療機関を有しており、

これらの医療機関が地域における医療機能の分化・連携に資する医療連携を行っており、

かつ、当該医療連携を継続することが自らの医療機関の機能を維持・向上するために必要である理由

医療機関債名 発行元医療法人名 購入総額 償還期間（開始日～終了日）

注）

１．医療機関債を購入する医療法人は、医療機関債の発行により資産の取得が行われる医療機関と同一の二次医療圏内に自らの医療機関を有しており、これらの医療機関が地域における医療機能の分化・連携に資する医療連携を行って

おり、かつ、当該医療連携を継続することが自らの医療機関の機能を維持・向上するために必要である理由を記載すること。

２．購入した医療機関債名、発行元医療法人名、購入総額及び償還期間を記載すること。なお、契約書又は債権証書の写しの添付に代えても差し支えない。



2-(7) 当該会計年度内に開設（許可を含む）した主要な施設

日付 開設（許可を含む）した主要な施設



2-(8) 当該会計年度内に他の法律、通知等において指定された内容

日付

注）全ての指定内容について記載しても差し支えない。

他の法律、通知等において指定された内容



2-(9) その他

日付 記載事項

注）当該会計年度内に行われた工事、医療機器の購入又はリース契約、診療科の新設又は廃止等を記載する。（任意）



様式3－１

法人名 医療法人芙蓉会 ※医療法人整理番号 01513

所在地 福岡県大野城市大字牛頸1034-5

貸借対照表

令和7年12月31日 現在

（単位：千円）

資産の部　 負債の部　

科目　　 金額 科目　　　 金額

Ⅰ 流動資産 1,537,402 Ⅰ 流動負債 193,875

現金及び預金 1,083,583 買掛金 14,342

事業未収金 416,694 短期借入金 10,008

医薬品 7,884 未払法人税等 415

貯蔵品 4,587 未払消費税等 376

前払費用 4,508 未払金 74,692

未収金 12,520 未払費用 75,309

その他の流動資産 10,126 預り金 7,942

貸倒引当金 -2,500 賞与引当金 10,791

預り金

前受収益

その他引当金

その他の流動負債

Ⅱ 固定資産 1,205,492

1 有形固定資産 306,077 Ⅱ 固定負債 161,258

建物 153,754 長期借入金 30,738

構築物 5,208 長期未払金 1,386

医療用器械備品 8,300 退職給付引当金 129,134

車両及び船舶 2,257 その他引当金

その他の器械備品 23,805 その他の固定負債

有形リース資産 8,316

土地 104,437

その他の有形固定資産

負債合計　 355,133

純資産の部　

2 無形固定資産 36,781 科目　　　 金額

ソフトウェア 36,243 Ⅰ 出資金 56,000

その他の無形固定資産 538

その他の無形固定資産 Ⅱ 積立金 2,331,761

繰越利益積立金 2,331,761

3 その他の資産 862,634 繰越利益積立金

有価証券 533,815 その他積立金

長期貸付金 3,000

長期前払費用 2,047

その他の固定資産 323,772

役職員等長期貸付金

長期前払費用 Ⅲ 評価・換算差額等

繰延税金資産 その他有価証券評価差額金

その他の固定資産 繰延ヘッジ損益

純資産合計 2,387,761

資産合計　 2,742,894 負債・純資産合計 2,742,894

（注）１．表中の科目について、不要な科目は削除しても差し支えないこと。また、別に表示することが適当であると認められるものについては、当該資産、

　　　　　　負債及び純資産を示す名称を付した科目をもって、別に掲記することを妨げないこと。

　　　　２．社会医療法人及び特定医療法人については、純資産の部の基金の科目を削除すること。



様式４－１

法人名 医療法人芙蓉会 医療法人整理番号 01513

所在地 福岡県大野城市大字牛頸1034-5

損 益 計 算 書

自 令和7年1月1日 至 令和7年12月31日

（単位：千円）

Ⅰ 事業損益

Ａ 本来業務事業損益

1 事業収益 2,054,416

2 事業費用

(1) 事業費 1,151,023

(2) 本部費 1,109,627 2,260,650

本 来 業 務 事 業 損 失 206,234

Ｂ 附帯業務事業損益

1 事業収益

2 事業費用

附帯業務事業利益 0

Ｃ 収益業務事業損益

1 事業収益

2 事業費用

収益業務事業利益 0

事 業 損 失 206,234

Ⅱ 事業外収益

受取利息 17,952

その他の事業外収益 79,655 97,607

Ⅲ 事業外費用

支払利息 4,655

その他の事業外費用 4,655

経 常 損 失 113,282

Ⅳ 特別利益

固定資産売却益 87

その他の特別利益 87

Ⅴ 特別損失

固定資産売却損

その他の特別損失 0

税 引 前 当 期 純 損 失 113,195

法人税・住民税及び事業税 415

法 人 税 等 調 整 額 415

当 期 純 損 失 113,610

　 (注) １．利益がマイナスとなる場合には、「利益」を「損失」と表示すること。

２．表中の科目について、不要な科目は削除しても差し支えないこと。また、別に表示することが適当であると認められるものについては、

　　当該事業損益、事業外収益、事業外費用、特別利益及び特別損失を示す名称を付した科目をもって、別に掲記することを妨げないこと。

科目 金　　　　　　額


